
令和２年度 政策評価書（事前の事業評価） 
 
                                    担当部局等名：防衛装備庁技術戦略部技術計画官             

評価実施時期：令和２年９月 
 
１ 事業名 車両搭載型レーザ装置（近距離ＵＡＶ対処用）の研究 
   
２ 政策体系上の位置付け 

⑴  施策名：宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化 
技術基盤の強化 

 
⑵  関係する計画等 

名 称（年月日） 記載内容（抜粋） 
平成３１年度以降に係る防
衛計画の大綱（平成３０年 
１２月１８日国家安全保障
会議及び閣議決定） 

Ⅳ 防衛力強化に当たっての優先事項 

２ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 

（１） 宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化 

ウ  電磁波領域における能力 

電磁波は、活用範囲や用途の拡大により、現在の戦闘様相に

おける攻防の最前線として、主要な領域の一つと認識されるよ

うになってきている。電磁波領域の優越を確保することも、領

域横断作戦の実現のために不可欠である。（略） 

３ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 

（３） 技術基盤の強化 

軍事技術の進展を背景に戦闘様相が大きく変化する中、我が

国の優れた科学技術を活かし、政府全体として、防衛装備につ

ながる技術基盤を強化することがこれまで以上に重要となって

いる。 

このため、新たな領域に関する技術や、人工知能等のゲーム・

チェンジャーとなり得る最先端技術を始めとする重要技術に対

して選択と集中による重点的な投資を行うとともに、研究開発

のプロセスの合理化等により研究開発期間の大幅な短縮を図

る。（略） 

さらに、国内外の関係機関との技術交流や関係府省との連携

の強化、安全保障技術研究推進制度の活用等を通じ、防衛にも

応用可能な先進的な民生技術の積極的な活用に努める。（略） 
中期防衛力整備計画(平成
３１年度～平成３５年度) 
（平成３０年１２月１８日
国家安全保障会議及び閣議
決定） 

Ⅲ 自衛隊の能力等に関する主要事業 

１ 領域横断作戦に必要な能力の強化における優先事項 

（１） 宇宙・サイバー・電磁波の領域における能力の獲得・強化 

（ウ） 電磁波領域における能力 

（略）我が国に対する侵攻を企図する相手方のレーダーや

通信等を無力化し得るよう、戦闘機（Ｆ－３５Ａ）及びネッ

トワーク電子戦装置の整備並びに戦闘機（Ｆ－１５）及び多

用機（ＥＰ－３及びＵＰ－３Ｄ）の能力向上を進めるととも

に、スタンド・オフ電子戦機、高出力の電子戦装備、高出力

マイクロウェーブ装置、電磁パルス（ＥＭＰ）弾等の導入に

向けた調査や研究開発を迅速に進める。 



 
３ 事業の概要等 

⑴ 事業の概要 
機動展開能力を有する車両搭載型レーザ装置を試作し、近年脅威が増大している複数の連携

する小型ＵＡＶ※１を用いた攻撃等への対処を可能とする技術を確立するものである。 
※１ ＵＡＶ：Unmanned Aerial Vehicle（無人航空機） 

 
⑵ 総事業費（予定） 

約３３億円（研究試作総経費） 
 

⑶ 実施期間 
 令和３年度から令和５年度まで研究試作を実施する。また、本事業成果と合わせて、令和５年
度から令和６年度まで所内試験を実施し、その成果を検証する。（所内試験のための試験研究費
は別途計上する。） 

 
 
 
 
 
 
 
 

⑷ 達成すべき目標 
 ア 車両搭載技術 

    レーザ装置、捜索標定装置、電源・冷却装置等の構成品を陸上自衛隊の現有車両に搭載す
る技術を確立する。 

 イ 運用環境適用技術 
    展開時の車両移動による振動の影響や、レーザの連続照射による温度変化のレーザ装置へ

の影響を局限し、自動的に光学系を最適な状態に調整して、レーザを安定的かつ連続的に発
射する技術を確立する。 

   
４ 政策効果の把握の手法 

⑴ 事前事業評価時における把握手法 
本事業に当たっては、装備取得委員会に関する訓令（平成２７年防衛省訓令第３８号）第７条

の規定により置かれた技術評価部会（以下「技術評価部会」という。）において、必要性、効率
性、有効性等について評価を行い、政策効果の把握を実施した。 

 

２ 防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項 

（３） 技術基盤の強化 

新たな領域に関する技術や、人工知能等のゲーム・チェンジ

ャーとなり得る最先端技術を始めとする重要技術に対して重点

的な投資を行うことで、戦略的に重要な装備・技術分野において

技術的優越を確保し得るよう、中長期技術見積りを見直すととも

に、将来の統合運用にとって重要となり得る技術等について、戦

略的な視点から中長期的な研究開発の方向性を示す研究開発ビ

ジョンを新たに策定する。（略） 

年度 令和３年 ４ ５ ６ 

実
施
内
容 

    

研究実施線表 

本事業（研究試作）
所内試験



⑵ 事後事業評価時における把握手法 
技術的検証については、技術評価部会において、基本設計終了時点において中間段階の技術検

証を実施するとともに、試験終了時点において事後の検証を実施する。 
また、行政事業レビューとも連携しつつ、本事業の進捗状況を検証した上で、目標管理型政策

評価（モニタリング含む。）を実施する。 
 
５ 政策評価の観点及び分析 

観 点 分  析 

必要性 

◆当該事業を行う必要性 
 民生品の無人機技術の進展に伴い、低価格かつ小型ＵＡＶの利用が拡大傾向にあ
り、ＵＡＶを用いた攻撃の脅威が増大している。また、複数の連携する小型ＵＡＶ
による攻撃等も現実になりつつあり、現行の装備品でこれら脅威を軽減することは
困難であると考えられる。 
 高出力レーザは、即時対処性、高い費用対効果、弾薬の制限の問題点がないこと
から、安価な小型ＵＡＶへの対処に有効であり、重要防護施設等へ迅速かつ柔軟に
配置するためには、車両に搭載し、運用環境に適応させるための技術を確立する必
要がある。 

◆当該年度から実施する必要性 
高出力レーザ技術は、ゲーム・チェンジャーになりうるとして、諸外国において

も研究が活発化している。我が国では、小型ＵＡＶを目標とした高出力・高ビーム
品質レーザ光源技術及び精密追尾技術について実用レベルの成果を獲得しつつあ
り、複数の連携する小型ＵＡＶによる攻撃等にも対処できる装備品を早期に獲得す
るためには、令和３年度に研究試作に着手しなければならない。 

◆代替手段との比較検討状況 
当該技術は、諸外国においても将来の戦闘様相を一変させるゲーム・チェンジャ

ーと位置づけられ、他国に先んじるべく研究開発が行われている状況であり、各国
とも情報を開示しないため詳細については不明である。 

多数の小型ＵＡＶの目標を対象とした技術を確立することで、従来のシステムに
はない即時対処性、低コスト性（高費用対効果）かつ機動性に優れた車載搭載型レ
ーザ装置の実現化が可能となる。 

効率性 

〇研究／開発経費抑制の方策 
これまでの高出力レーザに関する研究成果を活用するとともに、電源部・冷却部

等は、ＣＯＴＳ品※２を活用することにより経費を削減する。 
〇早期装備化に資する方策 

試作段階から運用者のニーズを取り入れ、運用者の評価を確認し、その成果はじ
後の装備化に反映する。         
※２ Commercial Off The Shelf（市販品） 

有効性 

連携する複数の小型ＵＡＶによる攻撃等を対象とした、レーザ装置、捜索標定装
置、電源装置、冷却装置等の構成品を陸上自衛隊の現有車両に搭載する技術、車両
移動による振動や温度変化によるレーザ装置への影響を局限し、停車後、速やかに
光学系を最適な状態に調整して、レーザを連続的に発射できる技術を確立すること
で、従来のシステムにはない即時対処性、低コスト性（高費用対効果）かつ機動性
に優れた車両搭載型レーザ装置の実現が可能となる。 

また、ゲーム・チェンジャー技術たる高出力レーザ技術に関連する本研究試作の
経験を経ることで、我が国の防衛技術基盤の強化につながることが期待される。 



 
６ 総合的評価 
   複数の連携する小型ＵＡＶによる攻撃等が現実的になりつつある中、即時対処性に優れた高出

力レーザを機動性のある車両に搭載する実証研究は、それら攻撃等に対する対処能力の着実な構
築に資するものであり、実用化へ向け、各装置を小型・軽量化して現有車両に搭載する技術及び
レーザを安定的かつ連続的に発射する技術について研究を行うことは理解できる。 

また、これまでの高出力レーザシステムに関する研究成果を最大限取り込み、確実かつ早期に
車両搭載型レーザ装置として実現するという取り組みは評価できることから、本事業に着手する
ことは妥当であると判断する。 

 
７ 有識者意見 
  特に意見なし。 
 
８ 政策等への反映の方向性 

総合的評価を踏まえ、令和 3 年度概算要求を実施する。 
  令和３年度概算要求額：約３３億円（後年度負担額を含む。） 
 
９ その他の参考情報 
    研究概要 

 

費 用 
及 び 
効 果 

本事業の実施に当たっては、これまでの高出力レーザに関する研究成果の活用を
図るとともに、ＣＯＴＳ品を活用することにより、経費の抑制に努める。 

また、本事業の成果により、即時対処性に優れ、連続したレーザ発射が可能な車
両搭載型レーザ装置に関する技術的な優位性を確保でき、早期の装備化が見込まれ
る。                 


